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日社説）。昨年 9 月の本協議会の理事長退任に続き、

今年 3 月末には大阪府立成人病センターを定年退職

しますが、今後は、タバコ規制の取り組み推進の運動

に専念したいと考えています。わが国のタバコ規制の

取り組みが進み、喫煙率が低下して、肺がんの罹患

率・死亡率、そして全がんの罹患率・死亡率の明確な

減尐を地域がん登録資料で確認することが出来る日

が早く来ることを期待しています。 

 

「地域がん登録」制度の確立を目指して 
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わが国の地域がん登録は32道府県1市で行われて

おり、開始の時期をみると宮城県において昭和 30 年

代から開始されています。ということは、約半世紀の

歴史を持っていることがわわかります。しかし、この

半世紀のあいだ、国あるいは地方公共団体によって制

度化されたことはありません。ただ、1982 年に制定

された老人保健法のなかで、「地方公共団体は地域が

ん登録を実施し、がん検診の評価を行うことが望まし

い」とされ、この法律を契機に幾つかの府県で地域が

ん登録が開始され、わが国の半数以上の県で行われる

ことになりましたが、届出や資料収集に関しては何の

規定もされていませんでした。そのため、地域がん登

録の要である精度については、幾つかの登録を除くと、

国際水準からはほど遠い状態に置かれている状況で

す。10 年ほど前から全国レベルで地域がん登録を開

始した韓国では、すでに国際レベルの精度を誇る地域

がん登録が運営されています。この韓国での精度向上

の要因の1つが、がん対策法の元でがん登録への届出

義務が制度化されている点です。他の国においても精

度の高い地域がん登録は、殆どが法のもとでの地域が

ん登録への届出義務が制度化されています。 

 われわれ地域がん登録全国協議会としては、わが国

においても「地域がん登録」制度の確立を要求するた

めに、昨年の 9月に山形市で行われました平成 18 年

度地域がん登録全国協議会総会において「声明文」を

発表いたしました。この声明の目的は、国民の多くの

方々にわが国のがん対策を実効のあるものにするた

めには、「地域がん登録」が重要な鍵を握っており、

その資料が不可欠であることを理解していただくこ

とが第1点です。次いで、国や地方公共団体に対して、

政令等の支援によって精度の高い「地域がん登録」が

運営できるように要望することです。この声明文がど

れほどの効果を示すかは判然としませんが、根気強く、

繰り返し要望してゆくことが肝要と思っています。 

そのためには、地域がん登録全国協議会の理事の皆

さん、登録会員の皆様方、地域がん登録を支援してい

ただいている方々等のご理解とご支援が不可欠です。

今後も「地域がん登録」精度の確立に向けた活動を積

極的に展開して行きたいと思っておりますので、よろ

しくご支援をお願いする次第です。 
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